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???????????????????????????? ??????? ? ? ??? 二〇〇，○○○
　二〇，一七一
　二三，○○○
　二五，四九三
　二〇，八七三
○○〇
九一八
〇〇〇
五一一
〇〇〇
四，一〇七三〇九
一七〇，五一三
　　三，五七一
　　一J一四一
　　二，九二六
三一一・、〇三三
一六六
六二七
八五九
四五八
三九九
五・＝・八三≠四司総 計1五・＝・八三三1二四七
30年）4月「国際通運会計事務取扱手続」・昭
和10年（1935年）10月「日本通運会計規程」の
ような現存の史料によって，次の事実を推定
できる。
（注）　同社の後身の日本通運株式会社は，今次
　　大戦終結の直後まで，明治初年以来の一連
　　の会計記録とくに報告書類を完全な形で保
　　存していたが，終戦時の特殊事情から，ご
　　く初期の分の一綴を除き他は悉く焼却して
30
　　　しまった。
　（イ）現金式仕訳法の採用
　「支店執務規程改正の要点」では，総勘定
元帳に代用させるものとして「諸勘定日報」
を採用したが，その記帳方法の解説として，
「貸借ハ収支ヲ其儘トシ金銭ノミ反対二記入」
とのべている。この方法では，頂度，銀行簿
記での日記帳から総勘定元帳への転記を完全
に裏返した形のものとなる。この事実は，と
りもなおさず，銀行簿記と同様に現金式仕訳
日本近代会計成立史論考（3）（久野）
法の変形である収支簿記を採用しているとい
う事実を裏書きするものである。
　この事実は，昭和10年L（1935年）10月の「会1
計規程」では，一そうはっきりする。その第
1章総則の第7条，第6章の第62条と第63条1
がそれである。条文は，本稿の第2章・第2
節（1）に引用してある。現金式仕訳法を基調と
する銀行簿記の伝統をそっくりそのまま継承
したものである。すなわち，現金（収納・支出）
・振替の三伝票を使用し，日次総合仕訳帳と
しての日記帳に記帳し，総勘定元帳に転記し，
白々に日計表を作って検証するという基本構
造がこれであり，振替伝票と日記帳とは，と
もに，現金式仕訳法によっているのである。
　（ロ）大陸式決算法より英米式決算法への移
　　　行
　昭和5年4月の改訂tlllなる』「会計事務取扱
手続」は，その第5章の帳簿締切手続につい
て，　「残高勘定」を総勘定元帳の未尾に開設
して財産計算項目を集合する方法，つまりい
わゆる大陸式決算法を説明している。ところ
が，昭和10年10月め日本通運創立当時の「会
計規程」では，その第5章の第58条に次の規
定がある。
第58条　各勘定元帳ノ締切ハ左記二拠リ
処理スヘシ
（a）一省略一
（b）資産負債勘定二属スル各元帳ノ締切
　ノ其残高ヲ直チニ次期二繰越ス但シ諸
　口付込ノロ座ハ内訳二拠リ詳細繰越ヲ
　ナス
　この取扱いは，一般には，いわゆる英米式
決算法とよればれるものである。
　第2例　セメント製造会社会計制度の生成
　　　　　と発展
　（1）創業時の事情：「作業費特別会計」の影響
　明治15年（1882年）12月31日付で，山口県下
長門国厚狭郡西須恵村字小野田に所在の「セ
メソト製造会社」は，　「定規ノ報告状」とし
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て同社の「第一回報告」を株主に提出した。
　その冒頭にいう。
　抑本社発起以来社則二照シ毎年六月十二
月ノ両度ノ報告ヲ為スベキヲ怠リシバ社員L
ノ等閑二似タリト錐モ如何セソ該品製造ノ
場合二至ラス建築事業整頓ハ本年五六月ノ
交ニアラソ然レバ該品製造利益ノ起ルモノ
本年七月ナラント予期シ置タレドモ大阪砲、
兵本廠へ注文ノ蒸気機械本年三月整頓ノ約
束モ遅延二相成漸ク九月五日ヲ以テ受取リ
本場二取寄セタレドモ其他「フレツトモフ，
レソ」　「撹擾器」焼窯ノ「ロストル」　「ヲ
ータハツク」「ドソキーワポンプ」等種々
ノ註文器械是亦本年六月整頓ノ約束モ漸ク
十月廿日ヲ以テ受取済ニテ同月廿七日該所
出帆十二月廿五日着船セリ（和船ニテ大金
ノ器械積込タルヲ以テ夜航海ヲ禁ジ充分注
意セルヲ以テ遅着セリ）　加フルニ煉瓦ノ
製造モ亦晴天積リ製調出来ズ其罪社員ノ不
督責二出ルガ如シト錐モ実二社員勉励セザ
ルニ非ズ職工ヲ叱咤シ風雨二沐浴シ星ヲ戴
テ起月ヲ踏テ帰リー日モ其職ヲ空クセソヲ
恐レ励精従事罷居候請フ株主諸君此ノ意ヲ
諒トシ地方通行ノ亭ヲ以テ本場二御来覧併
テ帳簿ノ検査アラソ事ヲ望ム　然レドモ遠
隔ノ株主諸君ハ来覧アラソト欲スルモ得可
カラズ依テ定規ノ報告状ヲ呈スルノ場合ニ
ハ至ラスト錐モ今月迄ノ景況ヲ左二記載シ
第一回ノ報告書トナスト言
　この第一回報告は，その緒言の末尾にいう
ように，明治15年末に至る間の事業の概況を
記述したものであって，今日の「営業報告
書」に類するものであった。すなわち，第一
項に「該業ヲ創立セソト決意セソバ明治十三
年一月トス而シテ発起総代トシテ笠井順八荒
川佐兵衛両人出京深川セメソト場二至リ該業
ヲ研究シ併セテ拝借金ノ義ヲ政府二請願シ同
年八月金弐万五千円ノ許可ヲ得該金額ヲ収受
セシバ十月参拾日トス」と創業の景況を明ら
かにするとともに，社則の制定，諸設備の建
築等の事情を説明している。ただわずかに，
この年の末までの総支出金額がごく大雑把に
記述されたいるだけである。
，金銭ノ出納ハ註文品ノ代価引当払込又ハ
職工内払金等ノ故ヲ以テ明細表ヲ製シ報告
スル能ハズト錐モ本年十二月マデニ支出シ
タル金額三万九千四百八十五円四十六銭ト
ス追テ建築悉皆落成ノ節創業費ノ明細支払
表ヲ製シ報告スベシト錐モ其内来社アラバ
帳簿ヲ閲覧二供スベシ
　明治17年（1884年）7月20日に開業した同社
は株主総会の決議により，明治14年（1881年）
3．月より同18年（1885年）6月までを一期とす
る決算を行なうことになり，明治18年6．月30
日付で，　「第二回決算報告」を株主に提出し
た。とくに注目すべき点は，官庁の作業特別
会計の初期の会計方式である「作業費特別会
計」にみられた「興業費」・「営業費」とい
う支出項目の二大類集を行なったことである。
この会社以外でも例があり，明治・大正期を
通じてみられる。
　この興業費・営業費に，創業入費と現金と
を加えて，決算書の「会社ノ資産権利二属ス
ル分」（貸方）は4分類の方式を採用した。営
業費の類集では，内訳として，棚卸資産や債
権につき適宜に報告科目を設けているが，興
業費の類集については，何らその内訳は明示
されていないのである。原始商法実施後では，
この種の類集をしている会社の財産目録に，
具体的内容が示されている。
　セメント製造会社第二回総括勘定・損益勘
定（財務諸表）を，次に掲示する。
　　セメント製造会社第二回総括勘定
　　　　　　　　　　　　　自　明治十四年三月
　　　　　　　　　　　　至　同　十八年六月
　　借方　　　　　会社負債義務二属スル分
拝借金　　　　　　　　二五，○○○○○○
借入金　　　　　　　五八，五五八二八四
　計金　　　八三，五五八二八四
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就産所棄損金
　合計金
　　貸方
興業費
創業入費
営業費
　　内
　未製造品
　既製造品
　発注品
　運送船代
八蕨査惣茜
会祉ノ資産権利二属スル分
　石炭其他買入仮払
　貸附金
現金有高
計　金
当期損金
　合計金
三七，四一四〇〇四
一一・一．C九九九〇六九
二五，四九九八八二
　　　二九三
一二，九〇〇
　一，四五五
　　　一八六
　六，四一二
　四，二五一
　六，七九五
八一，七〇六
　七，ニー〇
八八，九一八
七七四
〇三四
四〇二
六九ニ
ー五三
八二七
ニー七
一七二
二八四
　　　入方
製造品売却金
請取利子金
雑　収　金
　小計金
当期損金
　計　金
　　　出方
売却品元価
樽調整費
運搬費
問屋口銭
職工賞与
職工負傷手当
郵便電信費
利　息
為換打歩
印刷代
筆墨紙代
社　費
月　給
旅　費
税　金
雑　費
十七年分配賦金
十八年分配賦金
　計　金
　五，八九ニー九三
　四，一二〇八五三
　　　　六九七〇〇
一〇，〇八二七四六
　七，ニー○
一七，二九二
　　　四五一五七ご
　　　四八八四〇〇
　　　四二九五四ニ
　　　ー七四九二七
　　　　　　五〇〇
　　　　六四五七九
　　　　三五五七五
　　　　　　〇一三
　　　　一〇二二五
　　　　三〇入三五
　　　　四二八八〇
　　　　　　五三二
　　　三九八
　　　三六五三〇〇
　　　一五八〇七〇
　　　　八七九六六
　　　五七一五〇〇
　　　五七一五〇〇
一七，二九二八五八
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　これらの決算会計報告書類についての構造
・機能e問題点等の解析は，次の「第四回決
算報告書」のケースと同じであるので，当該
部分を参照されたい。
　（2）株金（資本金）勘定の推移と決算報告書
　　　　の体系
　この会社は，創業当時は，金禄公債証書を
株主から預り，その「預り証」としての株式
を交付した。株式といっても今日のものとは
その性質が異っている。この金禄公債証書を
政府に差入れて「拝借金」という名目の融資
をうけ，不足分については，　「政府ノ寛典」
をもって，機械・土地・建物を担保として政
府の追加融資をうけたのである。このように，
いわゆる「士族就産」の政策によって創設さ
れた会社であった。なお，金禄公債ないし家
禄廃止のいきさつについては，本稿の第2章
・第1節の本文と注記を参照されたい。
　先掲の第二回決算報告書中の「総括勘定」
の報告科目の借方に「資本金」ないし「株金」
という科目がないので，奇異な感じをもたれ
たと思うが，こういうわけなのである。
　第二回報告中の「株金ノ事」という項に，
次の記事がある。
　本社ノ株券ハ公債証書ノ預リ券ニシテ株
主各位ノ所有物ヲ借入タルモ銀行其他ノ会
社ノ如ク其社ノ所有ト変換シタルニ非サル
チ以テ勘定上二編込難ク（以下省略）
リ故二十九年十二月ノ定期報告ハ計算上二
差問アリテ延期セシナリ諸君此意ヲ諒トセ
ラレソ事ヲ翼フ
　……（中　略）……　本期ノ報告ヨリ梢普通
会社ノ体裁ヲナシ株金ヲ組込決算書ヲ作ル
ニ至レリ
　その実況は，次のとおりである。株金（資
本金）57，150円が借方の側に掲示された。
セメント製造会社第四回総勘定
　　　　　　　　　自　明治十九年七月
　　　　　　　　　至　同　二十年六月
　　借方
株　金
拝借金
借入金
就産所棄損金
　計　金
　　貸方
興業費
創業入費
営業費
　　内
　未製造品
　既製造品
　発送品
　運送船代消却残
　石炭其他買入仮払
　貸附金
前期損金消却残
現金有高
　　計　金
会社負債二属スル分??????????????? ?? ○○○
○○〇
九〇五
〇〇〇
九〇五
会社ノ資産二属スル分
　四〇，九七七二七四
　一一，九九九〇六九
　三〇，五八五九五七
　　一三七七八九
八，二五九八八七
一，五六・一二八四
　　二〇三八六四
??????? ????????????? 三四六
七八六
七三一
八七四
九〇五
　このような資本組織は，明治19年（1886年）
ユ0月の株主総会で改正されることになった。
すなわち，「第四回決算報告書」は，その冒
頭にいう。
　本期内一大事件ハ昨十九年十月株主惣会
ニテ金禄公債証書ヲ以テ株式元金トナシ居
タル組織ヲ更生シ現金株式トナシタルノ件
ニシテ諸君ノ議決ヲ遵守シ公債証書ヲ売却
シテ借入金ヲ償却シ端金ハ本主二還付シ該
件結事シテ計算書ヲ報告セシバ本年四月ナ
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　　　入方
製造品売却金
受取利子金
雑　収　金
　　計　金
　　　出方
売却品元価
樽調整費
運搬費
問屋口銭並手数料
蔵敷料
職工賞与
損益勘定
二七，
二八，
　益之部
五一八八三四
四九九三六六
三二三七八四
三四一九八四
　損之部
一三，三三〇
　二，〇五ニ
　ー，八四九
　　五〇六
　　一九六
　　　一五
五〇一
七五六
七七七
一四七
〇〇〇
〇〇〇
職工負傷手当
支払利子金
郵便電信費
為換打歩
印刷代
筆墨紙代
交際費
社　費
’月　給
旅　費
税　金
雑　費
家屋修繕
　　小計金
当期益金
　　内
　五月度配賦金
　二十年分臨時配賦金
　前期損金消却
　　計　金
　　　　五二四〇
　二，九一七五三二
　　　　五〇二三〇　　　　　1　　　　二七100一
　　　　六ト〇六〇
　　　　二七四四〇
　　　一六四五八〇
　　　　　1　　　－〇九一九三
＿，四七〇L六七
　　　　　i　　　－〇六九六三・　　　　　E　　　一五七六五八
　　　三二六1七六六
二三繭覚1：：藁
　四，八九二七四八
　二，○○〇
　　　五七“
　二，三二〇
二八，三四一
二五〇
五〇〇
九九八
九八四
　この「総勘定」と「損益勘定」は，英国の
報告制度の影響をうけた財務諸表である。す
なわち，前者は今日のいわゆる　「貸借対照
表」であり，後者は，損益の計算から処分可
能利益の測定を経てその処分計算領域をふく
む「英国型完全結合計算書」であり，今日で
も英米の典型的な「計表」の一つであること
については，多言を要しないであろう。
　（3）興業費・営業費の変遷
　第二回ないし第四回の決算にみられた「興
業費」・「営業費」という類集の方式は，明治
9年（1876年）9月太政官公達によって制定さ
れたわが国最初の特別会計法である「各庁作
業費区分及受払規則」第2条「作業費ヲ興業
費ト営業費ノニ途二区分スル」に由来するも
のである。
　官庁作業特別会計の会計方式を，この会社
ではとり入れたのであり，大日本麦酒・麟麟
麦酒等のビール製造会社の初期の会計でもみ
られた。
　「第五回決算報告書」（皇閤治季＋隼胡）では，
まず，営業費の分類が廃止され，それまで内
訳として掲示していた項目がそのままの資産
形態分類の項目名をもって報告されることに
な・った。興業費の方は，しばらくひきつづい
て採用されたが，遂に，　「第拾六回報告書」
（皇閣治季＋六年謂）に廃止されて，機械・家屋
のような資産形態分類の項目名で報告される
ことになった。
　「その実況は，次のとおりであった。
妻程小野田セメント製造株式会社第拾六回総
　　勘定（皇盟治劉年謝
　　　借方
株　金
借入金
仮受金
当座預リ金
積立金
第一類別段積立金
第二類別段積立金
役員井職工積金
慈恵金
職工共有金
職工賞与金
当半期利益金
前半期繰越金
　　計　金
　　　貸方
機械家屋
既製造品
発送品
未製造品
売掛未収金
公債証書
諸株券
馬関用達所土地家屋
諸仮払金
貸附金
現金有高
　計　金
会社ノ負債二属スル分
　八八，○○○○○○
　八〇，○○〇
　　三，三六九
　　四，一〇六
　二六，八三五
　　一，九六三
　　二，四二六
　　一，九六九
　　　　六三四
　　　　一八二
　　　　　九六
　一〇，〇三一
　　　　　五
ニー九，六一八
○○○
○○〇
七六九
八七五
〇七〇
五四三
六三三
七九四
二〇入
四五〇
六二〒・
六一三
八七七
会社ノ資産二属スル分
一二四，五一二
　ニーt三二五
　　　　一〇三
　　一　四八四
　二八，二四四
　　四，一三五
　　五，五五七
　　四，七八六
　一九，二四九
　　九，三〇四
　　　　九一七
ニー九，六一八
〇五九
三四一
二八七
三五五
三四〇
二五五
〇〇〇
六六〇
〇四二
二〇九
三二九
八七七
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製造品売却金
株券書換手数料
受取利子金
損益勘定
　　　　　入方ノ部
四二，八五五六三四・
　　　　一五五〇
　一一，一六三三五七
雑収金
前半期繰越金
　　計　金
売却品元価
樽調製費
運搬費
支払利子金
倉敷料
問屋口銭井手数料
新聞紙其外広告料
郵便電信費
為換打歩
印紙代
筆墨紙代
交際費
社　費
月　給
旅　費
税　金
家屋修繕
小野田丸補助金
　　小計金
積立金
日本近代会計成立史論考（3）（久野）
　　　四二八〇二四
　　　　五六一三
四四，四五四一七八
　　　　　出方ノ部?????????????????????? ?????一
????????????????? ???? ?
株主配当金（一株二付二円五十銭則チ年一割二当ル）
　　　　　　　　　　　四，四〇〇
第一類別段積立金墳補　　一，○○○
第二類別段積立金填補　　　　五〇〇
役員賞与金　　　　　　　一，五〇〇
後半期繰越金　　　　　　　　　三七
　　小計金　　　　　　一〇，〇三七
　　計金　　　四四，四五四
五二二
六三六
四二三
六四七
一〇〇
二〇〇
七四五
二三〇
一一Z
三七〇
二九一
四〇八
七六九
三〇〇
二七九
三八六
五二二
〇〇〇
九四四
〇〇〇
○○○
○○○
○○○
○○〇
二三四
二三四
一七八
　この「損益勘定」の内容が，処分計算領域
をふくむ「英国型完全結合計算書」であるこ
とは，次の事項からみて明白である。
　（イ）　「入方ノ部」の未尾に，前半期繰越金
が掲示してあり，この部の合計は，44，454円
17銭8厘となっているが，
　（ロ）諸費用の合計は，　「出方ノ部」に小計
34，416円94銭4厘となっており，前記の44，454
円17銭8厘との差額（小計として示されている
金額，10，037円23銭4厘）は，処分可能総金額
を示している。
　（・う　処分可能総金額を，積立金，配当金，
役員賞与金として処分したその内容と，次期
繰越額とを損益勘定・「出方ノ部」の未尾に
掲示している。
　（＝）当期純利益は，この報告書には示され
ていない。利害関心がもっぱら「処分可能利
益額」に集中しているからであろう。
　このような「損益勘定」に対応する形で
「総勘定」つまり貸借対照表上では，その借
方である持分の側の末尾に，当半期利益金と
前半期繰越金とが区別して併記されている。
ここでいう「当半期利益金」が「当期純利
益」であって，両者と合算したものが「損益
勘定」「出方ノ部」の小計つまり「処分可能
利益額」と一致する。このように，「当期純
利益」は，　「損益勘定」には掲示されておら
ず，　「総勘定」の持分の側の末尾に掲示され
ている。
　（4）原始商法実施以後の決算報告書の体系の
　　　　変化
　明治26年7月，商法の一部実施によって，
小野田セメソト製造株式会社の「第拾七回報
告書」は，次のような名称を採用することと
なった。
小野田セメント製造株式会社第拾七回総勘定
　　　　　　　　　　　　自　明治二十六年七月　　　　　　　　　　　　至　同　年　　十二月
　　貸借対照表
　借方
株　金
借入金
　　　（以下省略）
　貸方
機械家屋
既製造品
　　　（以下省略）
会社ノ負債二属スル分
一貧茜：瓢88：
会社ノ資産二属スル分
一≡窒礎謹9
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製造品売却金
沈没品代金
損益勘定
　　　　　収入二属スル分
　　　五圭濫≡陛至
（以下省略）
支出＝属スル分
売却品元価　　　　　　二九，二三五四一〇
樽訥製費　　　　　　　　八，一四〇九九六
　　　（以下省略）
　ただし，損益勘定の内容は，前と完く同様
であり，処分計算領域をふくむものであった。
なお，商法の規定する「財産目録」について
は，末尾に次の記述を行なったにすぎなかっ
た。この方式は後にも及んでいる。
　　　財産目録ノ事
　財産目録ハ前記貸借対照表中資産ノ金額
科目ト敢テ異ナル事ナキヲ以テ厳二略ス
　「処分計算の領域」を損益勘定より分離し
て「損益計算書」の純化をはかり，別に，株
主総会に提案すべき案件である「準備金及利
益処分案」を独立させるようになったのは，
明治30年代もおわりの頃であった。
　小野田セメソト製造株式会社の明治38年下
半期の「第四拾一回報告」を，次に掲示する。
　　　　閂治葦＋八響第四拾一回報告
　　　　　　貸借対照表
借方（負債の部）
甕震　　茜呈：：gsgi
積立金　　　　　　　　三五，三四九
損失補填積立金　　　　　四，五七四
社債償還積立金　　　　　六，〇五〇
支払未済配当金　　　　　　　七四二
預り金　　　　　　　二八，六〇九
役員職工積立　　　　　一〇，六六八
慈恵金　　　　　　　　　二，〇二四
職工共有金　　　　　　　　　ニー九
借入金　　　　　　　　　五，○○○
借受金　　　　　　　　一六，八一九
未払金　　　　　　　　二五，八八四
支払手形　　　　　　一四，六五〇
三井物産会社勘定　　　三三，五四八
前期繰越益金　　　　　一六，七一六
当期益金　　　　　　　ニー，二三八
　合計　　，二七二，三九五
　貸方（資産の部）
払込未済株金
地所建物器械器具
○○○
○○〇
九四六
七三六
〇三六
八五一
四三〇
ニニ九
四一一
〇一八
〇〇〇
〇三七
〇二五
〇〇〇
六〇〇
八五四
四四四
虞一七
七窒誤：ヨ躍
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（当期にて償却高金弐拾参万
弐千八百余円）
船　舶
石灰石山
有価証券
銀行当座予金
貸付金
仮払金
売掛金
委託品
恒見出張所
吉岡元輔出張所
貯蔵品
半製品
製　品
金　銀
　合　計
　　　　　八〇〇
　　　一四，五〇〇
　　　　五，二九八
　　　　二㍉　一六八
　　　二〇，八四八
　　　一五，九六三
　　　　三，一六九
　　一六七，二四一
　　　　一t三三四
　　　　　　ご〇八
　　　七六，七三五
　　　一九，二〇五
　　　九八，一一五
　　　　　　一八三
一，二七二，三九五
○○○
○○〇
五〇〇
七四二
八七九
七九八
〇四〇
三六三
四三一
七九〇
〇八四
三二六
五一〇
六七八
六一七
　　　　　　損益計算書
貸方（収入の部）
製品売上高
雑　益
利　息
貯蔵製品積代
半製品見見積代
　合　計
　借方（支出の部）
製造費
樽調製費
荷造費
委託品損益
雑　損
利　息
報酬給料
社　費
諸　税
修繕費
火災保険料
倉敷料手数料
運搬費
前期貯蔵製品見積代
前期半製品見積代
諸償却金
当期益金
　合　計
三五〇，三九二
　　六，七八八
　　一一・，二四九
　九八，一一五
　一九，二〇五
四七五，三二四
???????? ????
一二二，六二三1六一〇
　四二，九六〇i二八〇
　　六，五三九1一ニ
　ー三，一九五10二七
　　五，四八七尻八九
　二一，〇六八四五一
　　六，〇四九1四八四
　一四，三二三』七八
　　　　　　　i　　四，八〇一
　二七，二二九
　　一，四七二
　　九，三三三
　四八，一九三
　九五，一八三
　一一，〇五一
　二五，○○〇
　ニー，二三八
四七五，三二四
九一〇
九八八
三七一一i
七一〇
三七八
七五〇
四四二
〇〇〇
四四四
三二四
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準備金及利益処分案
当期総益金
当期総損金
差引益金
前期繰越益金
　合　計
　此処分
準備金積立
（当期益金百分五強）
社員償還積立金
役員以下賞与
（当期益金百分十弱）
株主配当金（年六分）
後期繰越金
　合　計
四七五，七五三
四五四，五一三
　ニー，二三八
　一六，七一六
　三七，九五五
一，〇六四
二，五〇〇
二，一二〇
?????????????
三二四
八八〇
四四四
八五四
二九八
○○○
○○○
○○○
○○〇
二九八
二九八
　「当期益金」21，238円44銭4厘は当期にお
ける純利益額であり，貸借対照表の持分の側
（借方）の末尾と損益計算書の費用の側（借労）
の末尾とに等額をもって示されている。また，
この金額は「準備金及利益処分案」には差引
益金として示され，かつ，前期繰越益金16，716
円85銭4厘と合算した処分可能総金額37，955
円29銭8厘と，その処分内容とが同案によっ
て株主総会に提案されている。
　財産目録
前記貸借対照表貸方ト同一＝付略ス
右之通り相違無之候也
　明治三十八年十二月三十一日
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